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第 1 節 研究の背景 





















                                                   
 

















表 0-1 中国教育の仕組み 
0～5 歳 6～11 歳 12～14 歳 15～17 歳 18 歳～22 歳 



















































                                                   
 
2 石部公男（1980）『教育からの経済』株式会社学文社、p.7 を参照。 
3 F. マハループ著・嘉治元郎訳（1976）『教育の経済学』春秋社、p.42 を参照。 
4 小塩隆士（2003）『教育を経済学で考える』日本評論社、p.38 を参照。 














































































































































                                                   
 
6 小塩隆士（2002）『教育の経済分析』日本評論社、p.28 を参照。 


























                                                   
 
8  中華人民共和国教育法（1995 年 3 月 18 日に第八届全国人民代表大会第三次会議にて通過 1995 年 3
月 18 日に中華人民共和国主席令第 45 号より発表 1995 年 9 月 1 日より実施）第 5 条に、「教育必须为社
会主义现代化建设服务，必须与生产劳动相结合，培养德、智、体等方面全面发展的社会主义事业的建设者
和接班人」との原文である。 
9  中華人民共和国高等教育法（1998 年 8 月 29 日に第九届全国人民代表大会常務委員会第四次会議にて通





































業した年の 23 歳から 60 歳の定年退職にまで働き、その間にもらう賃金（月給、ボーナス）
と退職金（或いは退職年金）の総額である。それと同じように、高卒者の生涯所得は卒業
した時の 19 歳から 60 歳までの収入合計である。ここで大卒者と高卒者の生涯所得を表わ
す近似曲線を描いてみた。 
 








































































にどれほど熱心であるか、それについて次の第 3 節にて考察する。 
 


















図 1-3 中国農村部における一人当たり教育や娯楽への年間支出 
出所：『中国統計年鑑』各年版により、筆者が作成 
 

























えることが一目瞭然である。都市部は 10 年の間に支出総額が 300 元から 1300 元にまで上
昇し、4 倍以上の増額がみられる。これに対して、農村部はそもそも支出が低く、その伸
び率もやや低い。1995 年に一人当たり教育支出は 100 元しかなかったが、2007 年になる
とそれは 300 元を超えるようになった。都市部に対して、2007 年現在では農村部の消費
水準はほぼ都市部 1995 年の水準にしか当たらなくて中国において都市部と農村部との隔
たりが相当に大きいとみられる。 
 中国では 1997 年以降学費徴収制度が実施され、全ての大学が学費を徴収するようにな





学学費の平均は 2100 元であったが、その後急速に上昇し、1999 年には 2769 元へ、2000
年には 4000～5000 元へとあがった。 
さらに、年間寮費の 1200 元を含めると、学生一人あたりの年間負担金は 5200～6200
元以上となった10。この数字は都市部 2000 年の一人あたり消費総額の 4998 元を大幅に超











                                                   
 
10 郭仁天（2005）「中国高等教育における学費徴収と学生援助政策の動向」『広島大学大学院教育学研究
科紀要』第三部 第 53 号、pp.77-82 を参照。 
 16 
みると国民の教育水準がかつてなく低かった。1977 年から大学入学試験は制度化されるよ










これらのことについて、次の第 2 章で中国高等教育の発展に関する考察を通して検討する。 
 17 

























国で専科学校という)を含めた、両者の総称である。図 2-1 は 1990 年以降中国高等教育機
関数の推移を示すものである。1990 年代には中国高等教育機関の数は横ばいであった。
2000 年を境にして、急速に増えてきた。大学数は 2000 年から 2004 年にかけて 1041 校
                                                   
 
11 小島麗逸・鄭新培著（2001）『中国教育の発展と矛盾』御茶の水書房、p.21 を参照。 
 18 
















在学者数は 1990 年に 206.3 万人、1995 年に 290.6 万人であり、この 5 年間の在学者数は
ただ 1.3 倍に増えたにすぎなかった。その後大きな変化が起こり、2000 年の在学者数は
556.1 万人に達し、2005 年にもその勢いが衰えず、1560 万人を突破した。この 5 年間、











図 2-1 から分かるように 1990 年から 2005 年まで高等教育機関が約 800 校も増え、それ









ある統計データを直接引用する。その結果は表 2－1 のとおりである。 
表 2-1 に示されているように、中国の大学進学率は 1990 年以降次第に上昇してきてい
る。1997 年から 2003 年までの 6 年間に大学進学率はまだ緩やかなものであったが、2003
年以降は大学進学率に急激な変化が現れた。1999 年以降大学進学率は高等教育機関、及び
大学新入生募集者の拡大とともに伸びつつある。1999 年に 10.5％、2002 年に 15.0％、さ




























中国政府の教育事業支出は年々増加している。2000 年に財政教育経費は 2562.6 億元で
あるが、5 年後の 2005 年には 5161.1 億元に達し、約 2 倍も増えた。その中で、高校教育
を含めた義務教育ではない分野が巨額の資金を国によって支給されており、なおかつ年々
増資されている。高等教育に当たる国家財政教育経費をみると、1996 年から 2006 年まで
の 10 年間にほぼ 5 倍増となり、平均増加率はほぼ同じである。 
中国政府は高等教育機関に経常経費を提供するだけでなく、重点大学にさらなる巨額の
資金を供給している。すなわち、1995 年から 21 世紀へ向けて世界の高いレベルの大学・
学科をつくろうとして約 100 校を選び「211 工程」（211 国家プロジェクト）大学を指定し










1992 71.8 26.0 3.9
1993 73.1 28.4 5.0
1994 73.8 30.7 6.0
1995 78.4 33.6 7.2
1996 82.4 38.0 8.3
1997 87.1 40.6 9.1
1998 87.3 40.7 9.8
1999 88.6 41.0 10.5
2000 88.6 42.8 12.5
2001 88.7 42.8 13.3
2002 90.0 42.8 15.0
2003 92.7 43.8 17.0
2004 94.1 48.1 19.0
2005 95.0 52.7 21.0
2006 97.0 59.8 22.0
2007 98.0 66.0 23.0
 21 
 





た。その結果、2000 年に 95 万人、2005 年に 306.8 万人が大学を卒業し、社会人になり、
いろいろな社会活動に従事している。その中で、大学院卒の人数も凄まじいスピードで増




特許が次々と登録され、先端技術の市場取引総額は 1999 年の 523 億元から、2006 年に





















2-4 に示されるように、2006 年現在大卒者の中で、約 24%が教育及び教育関連の分野に従
事している。それに次いで、2 番目に多いのは行政機関と団体組織で働く人であり、約 16%




















































いて第 2 節で検討する。 
 














学歴なし 農林牧漁業 75.7% 製造業 7.9%
小学校卒 農林牧漁業 57.9% 製造業 15.2%
中学校卒 農林牧漁業 30.8% 製造業 26.4%
高校卒 製造業 26.3% 小売業 19.0%
大学（短大卒） 行政機関と団体組織 18.3% 製造業 16.0%
大学（4年制大学卒） 教育 22.0% 行政機関と団体組織 20.1%




























1 行政機関と団体組織 22546 146.8
2 教育 20918 147.4
3 製造業 18225 143.8
4 小売業 17796 140.4






1 IT関連業 43435 140.6

























図 2-5 高等教育機関の教育経費 
出所：『中国教育統計年鑑』各年版により、筆者が作成 
 

























































































































































省の GDP は全国 GDP の 10.3％をも占めている。全国的にみれば、一人当たり GDP は



































育機関数は 120 校にのぼり、全国高等教育機関数の 6％以上を占めている。大学の在学者











図 3-2 江蘇省における男女別の学歴分布（2007 年末現在） 
出所：『江蘇省教育年鑑 2008』により、筆者が作成 




















































図 3-4 江蘇省都市部住民の家計状況（2007 年） 
出所：『江蘇統計年鑑 2008』により、筆者が作成 
 











標本の中で男性 189 名、女性 179 名であり、男女比率に大きな偏りがないので、男女間

























































の調査対象は蘇中と蘇南より 30 歳以上の人が多かった。しかし、大卒の比率は 5.6％にす
ぎず、蘇中の約 1/8、蘇南の約 1/14 である。そして、蘇中と蘇南の年齢分布は非常に似て




男 女 男 女
基本状況 回答人数 189 179
年齢 20～25才 3 9 1.6% 5.0%
26～30才 8 19 4.2% 10.6%
31～35才 118 102 62.4% 57.0%
36～40才 56 47 29.6% 26.3%
無回答 4 2
戸籍 都市 118 117 62.4% 65.4%
農村 52 41 27.5% 22.9%
無回答 19 21
学歴 高校以下 108 95 57.1% 53.1%
大学以上 73 74 38.6% 41.3%
無回答 8 10
兄弟 なし 22 31 11.6% 17.3%
いる 164 148 86.8% 82.7%
無回答 3 0
仕事満足度 非常に低い 2 7 1.1% 3.9%
低い 5 11 2.6% 6.1%
どちらでもない 101 88 53.4% 49.2%
高い 57 57 30.2% 31.8%
非常に高い 22 14 11.6% 7.8%
無回答 2 2
収入満足度 非常に低い 3 19 1.6% 10.6%
低い 12 19 6.3% 10.6%
どちらでもない 99 85 52.4% 47.5%
高い 54 35 28.6% 19.6%
非常に高い 19 17 10.1% 9.5%
無回答 2 4
収入 上位高所得（5001元～） 26 14 13.8% 7.8%
高所得（4001～5000元） 8 8 4.2% 4.5%
上位中所得（3001～4000元） 35 18 18.5% 10.1%
中所得（2001～3000元） 45 42 23.8% 23.5%
下位中所得（1501～2000元） 18 33 9.5% 18.4%
低所得（1001～1500元） 39 35 20.6% 19.6%
















蘇北 蘇中 蘇南 蘇北 蘇中 蘇南
基本状況 回答人数 108 169 91
年齢 20～25才 1 6 5 0.9% 3.6% 5.5%
26～30才 3 16 8 2.8% 9.5% 8.8%
31～35才 64 104 52 59.3% 61.5% 57.1%
36～40才 38 39 26 35.2% 23.1% 28.6%
無回答 2 4 0
性別 男性 50 90 49 46.3% 53.3% 53.8%
女性 58 79 42 53.7% 46.7% 46.2%
学歴 高校以下 99 84 20 91.7% 49.7% 22.0%
大学以上 6 74 67 5.6% 43.8% 73.6%
無回答 3 11 4
収入 上位高所得（5001元～） 3 24 13 2.8% 14.2% 14.3%
高所得（4001～5000元） 1 5 10 0.9% 3.0% 11.0%
上位中所得（3001～4000元） 14 19 20 13.0% 11.2% 22.0%
中所得（2001～3000元） 19 38 30 17.6% 22.5% 33.0%
下位中所得（1501～2000元） 31 20 0 28.7% 11.8% 0.0%
低所得（1001～1500元） 17 44 13 15.7% 26.0% 14.3%
下位低所得（～1000元） 21 16 4 19.4% 9.5% 4.4%
無回答 2 3 1
仕事満足度 非常に低い 4 5 0 3.7% 3.0% 0.0%
低い 4 11 1 3.7% 6.5% 1.1%
どちらでもない 72 75 42 66.7% 44.4% 46.2%
高い 24 52 38 22.2% 30.8% 41.8%
非常に高い 3 25 8 2.8% 14.8% 8.8%
無回答 1 1 2
収入満足度 非常に低い 4 18 0 3.7% 10.7% 0.0%
低い 9 17 5 8.3% 10.1% 5.5%
どちらでもない 56 77 51 51.9% 45.6% 56.0%
高い 31 31 27 28.7% 18.3% 29.7%
非常に高い 6 25 5 5.6% 14.8% 5.5%









表 3-3 標本の戸籍別集計 
 
 






都市戸籍 農村戸籍 都市戸籍 農村戸籍
基本状況 回答人数 235 93
学歴 高校以下 104 77 44.3% 82.8%
大学以上 124 11 52.8% 11.8%
無回答 7 5
収入 上位高所得（5001元～） 30 3 12.8% 3.2%
高所得（4001～5000元） 13 0 5.5% 0.0%
上位中所得（3001～4000元） 34 14 14.5% 15.1%
中所得（2001～3000元） 59 17 25.1% 18.3%
下位中所得（1501～2000元） 41 6 17.4% 6.5%
低所得（1001～1500元） 41 26 17.4% 28.0%
下位低所得（～1000元） 12 26 5.1% 28.0%
無回答 5 92
仕事満足度 非常に低い 6 2 2.6% 2.2%
低い 11 5 4.7% 5.4%
どちらでもない 120 49 51.1% 52.7%
高い 67 33 28.5% 35.5%
非常に高い 29 3 12.3% 3.2%
無回答 2 1
収入満足度 非常に低い 19 2 8.1% 2.2%
低い 18 9 7.7% 9.7%
どちらでもない 120 43 51.1% 46.2%
高い 44 34 18.7% 36.6%













第 3 節 教育収益率の実証分析 
教育年数が 1 年増えると、収入がどれほど向上するかを検証する際、「ミンサー型賃金
関数」がよく用いられている。その基本的方程式は以下のとおりである。 













 lnw = α+ ρs + β∑Di 
したがって、本調査で計測した ρ は教育の収益率である。さらに、大学学歴は如何に個
                                                   
 





①性別（男性は 1、女性は 0） 
②学歴（大学以上は 1、高校卒以下は 0） 
③戸籍（都市戸籍は 1、農村戸籍は 0） 
④兄弟有無（兄弟無は 1、兄弟有は 0） 
















t値 t値 t値 t値 t値
定数 6.119 22.97 7.095 91.83 7.095 92.27 7.092 86.84 7.21 75.3
教育収益率 0.084 3.9
男性=1 0.231 3.27 0.245 3.49 0.239 3.41 0.244 3.47 0.228 3.24
都市戸籍=1 0.361 4.06 0.352 3.96 0.326 3.64 0.352 3.96 0.325 3.63
1人っ子=1 -0.003 -0.03 -0.013 -0.12 -0.063 -0.61 -0.013 -0.13 -0.066 -0.63
国営企業、
事業単位=1




0.83 0.044 0.54 0.062 0.76
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 モデル5























較分析を行った。その結果は表 3-5 にまとめた。 
  




定数 6.12 15.77 6.366 17.05
教育収益率 0.103 3.25 0.061 2.05
都市戸籍=1 0.304 2.58 0.466 3.44




0.014 0.12 0.093 0.82
 41 




















高い望みを抱いている。たとえば自分現在の収入の 10 倍以上と答えた人が多かった。 
 
 
t値 　       t値 t値
定数 6.69 12.99 6.037 14.59 6.562 6.48
教育収益率 0.105 3.04 0.097 2.91 0.041 0.49
都市戸籍=1 -0.438 -1.77 0.224 1.74 0.55 3.59
1人っ子=1 -0.039 -0.29 -0.11 -0.78 0 65535
国営企業、
事業単位=1
男性=1 0.153 1.19 0.463 4.46 -0.16 -1.27
蘇南 蘇中 蘇北



























での 2 位である。 
                                                   
 
13株式会社インフォプラントは、中国都市部に生活する若者の就職活動の現状を把握するため、1-2級都市在住 19〜
25 歳の若者に対し、アンケート調査を実施した(調査期間：2006年 9 月 22 日〜10 月 10 日/19 日間、回答者数：300
人)。その調査結果は、希望初任給(月収)をたずねたところ、「2000-2999 元」30.3％、「3000-3999元」19.0％に集中
し、半数近くが 2000-3999元と回答した。実際に有職者に当初の初任給について聞いたところ、「1000-1499元」が 32.5％









































































が低いだけでないと思われる。2000 年に中国婦人聨合会と国家統計局は共同で 30 省 404
市区の 48192 人に対して、就業状況の実態調査を行った。その調査結果は同じ職業につい
ても、男女の賃金が異なっていることを示している。例えば、男性の賃金を 100 とした場
                                                   
 
14 陳暁宇・陳良焜・夏晨（2003）「20 世紀 90 年代中国城鎮教育収益率の変化与啓示」『北京大学教育評
論』第 1 巻第 2 期。 
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第 3 節 今後の課題 
本論文では都市部の初代の一人っ子世代（30 代以下）を研究対象にしたにもかかわらず、
                                                   
 
15 馬欣欣（2007）「性別職業分離と男女間賃金格差の日中比較―日本と中国の家計調査のミクロデータ
を用いた実証分析」『中国経済研究』第 4 巻第 1/2 号、p.15 を参照。 
16 馬欣欣（2007）「性別職業分離と男女間賃金格差の日中比較―日本と中国の家計調査のミクロデータを





また、他の研究によると、30 代の人は 40 代の人より学歴と収入との相関関係が高いと
検証された17。それは北京市、温州市、重慶市で行われた調査である。この調査結果は三
つの都市で同じ傾向があることを示している。つまり、学歴と収入との相関関数は 30 代













                                                   
 
17 葉剛教授が 2005 年 6 月~12 月に、北京市の 10 か所、温州市の 6 か所、重慶市の 8 か所で無作為なア
ンケート調査を行った。このアンケート調査に基づき計測した学歴と収入との相関関数(r)は 30代の場合、
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